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経常収益は284億62百万円と計画を14億33百万円上回るとともに、前年度比1億
91百万円の増収となりました。貸出金の増加により貸出金利息が190億8百万円と、
前年度実績を4億37百万円上回りました。有価証券利息配当金は計画を1億77百万
円上回ったものの、残高の減少から前年度比2億27百万円減少、またその他受入利
息も労金連合会配当金の減少から2億45百万円の減収要因となりました。役務取引
等収益は計画を98百万円上回るとともに、前年度比2億42百万円増加しました。会計
処理の変更から今期分の日信協新規事務手数料を未収計上する特殊要因はありまし
たが、不動産担保手数料や投信販売手数料が増加に寄与しました。その他業務収益に
は国債等債券売却益8億64百万円を計上しています。

経常費用は233億78百万円と計画を4億円下回ったものの、前年度比1億23百万
円増加しました。上乗せ金利預金の増加により、預金利息が計画を89百万円、前年度
実績を88百万円上回りました。その他業務費用では、「新型コロナウイルス感染拡大」
による市場変動リスクの高まりを受けて、外国債券や投資信託を売却した損失1億20
百万円を計上しています。一方、経費は老朽化店舗対応等政策投資案件の遅れから計
画を5億円下回り、経常費用を押し下げる結果となりました。

 経常利益は50億83百万円と計画を18億33百万円、前年度を68百万円上回る増
益となりました。なお、本業を示す業務純益は52億57百万円、計画を17億3百万円上
回ったものの、前年度比15百万円の減少となりました。特別損益計上後の当期純利益
は36億36百万円、計画を12億73百万円、前年度実績を2億75百万円上回りました。

１ .「業務粗利益」とは、預金、貸出金、有価証券などの利
息収支を示す「資金利益」、各種手数料などの収支を示
す「役務取引等利益」、債券などの売買益を示す「その
他業務利益」の合計です。　

２ .「業務純益」とは、「業務粗利益」から、「貸倒引当金繰入
額」および「経費」を控除したもので、金融機関の基本
的な業務の成果を示すといわれる利益指標です。なお、
業務純益から控除する「貸倒引当金繰入額」は、貸倒引
当金が全体として繰入超過の場合、個別貸倒引当金繰入
額（または取崩額）を除きます。また、同じく「経費」は、
退職給付費用のうち数理計算上の差異の償却額など臨時
的な経費等を除きます。

３ .「実質業務純益」とは、業務純益に一般貸倒引当金繰入
額を加えた利益指標です。

４ .「コア業務純益」とは、実質業務純益から国債等債券関
係損益による一時的な変動要因を除いた利益指標です。

５ .「コア業務純益（投資信託解約損益を除く。）」とは、コア
業務純益から投資信託解約損益を除いた利益指標です。

1. 　貸借対照表関係の項目については、各年度の期末残高を記載しています。
2. 　当金庫は、「労働金庫法第 94 条第１項において準用する銀行法第 14 条の２の規定に基づき、労働金庫および労働金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己

資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁・厚生労働省告示第 7 号）」により、自己資本比率を算定しています。
　　 なお、当金庫は国内基準を採用しております。
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● 主要な業務の状況を示す指標

● 主要な事業の状況を示す指標

会員・出資金 損　益

2019 年度の事業概況

総融資残高は 1 兆 2,445 億 19 百万円と期中 471 億 54 百万円増加しま
した。個人融資は 479 億円増加し、目標の 350 億円に対し136.8% の達成
率となりました。住宅ローン等の有担保ローンが 455 億円増加しています。

一方、無担保ローンは 27 億円、当座貸越は 20 億円の増加と前年度実績
を下回りました。手形貸付は 24 億円の減少と2016 年 3 月期以来の期首割
れとなっています。

貸出金

【貸出金残高の推移】

1 兆 2,445 億円

1 兆 1,973 億円

2019 年度

2018 年度

【団体会員数・間接構成員】

2019 年度
団体会員数

5,778 会員

785,912 人2019 年度

2018 年度 5,849 会員

782,823 人2018 年度
間接構成員

業　績

2020 年度は第 6 期中期経営計画の最終年度として、「3 つのテーマ」に基づく取
組みの総仕上げ、また「量から質へ」の確実な転換が求められます。「金融環境の変
化に対する的確・迅速な対応」「地域情勢に応じた店舗戦略と老朽化店舗対応」

「SDGs の目標に掲げる金融包摂の具体化」は喫緊課題です。一方、「新型コロナウ
イルス」感染拡大が経済・社会に及ぼす影響は予測がつかず、企業活動の停滞、勤
労者の方々の収入・雇用を不安定なものとしています。当金庫は協同組織の福祉金
融機関として、「新型コロナウイルス」感染拡大の防止とともに、勤労者の方々の生
活と家計に寄り添った金融商品・サービスを展開し、その役割を発揮してまいります。

事業の展望および課題

内部統制システムの整備
当金庫は、理事会において「内部統制システムの整備に関する基本方針」の

決議を行い、理事および職員の職務執行が法令や定款に適合するための体制お
よび金庫ならびに子会社の業務が適正に確保されるための体制の整備に取組ん
でいます。なお、基本方針の内容は当金庫のホームページに掲載しております。

2019 年度の事業は、2018 年 4 月からスタートした「第 6 期中期経営計画（2018 年度～2020 年度）」の中間年度にあたります。「深
める」「広める」「高める」の 3 つのテーマに基づいた取組みを定着・深耕させるとともに、当金庫にとっての「持続可能なビジネスモデル」
である「量から質への転換」をめざし、次の主要課題に取組みました。

　1.「金融環境の変化に対する迅速な対応」
　2.「量から質への転換」の加速
　3.「予算の選択と集中」
　4. 「SDGs（持続可能な開発目標）」において求められる役割発揮

当金庫の事業基盤であります団体会員は、2019 年度で 66 会員の新規加
入等があったものの、組織の統廃合等で 127 会員の脱退、通常総会におい
て所在不明会員 10 会員の除名を行ったため 71 会員減少し、5,778 会員と
なりました。団体会員を構成する間接構成員は 3,089 人増加して 785,912
人となりました。出資金は、増資により9 億 87 百万円増加し、74 億 83 百
万円となりました。

◎勤労者の皆さまの資産形成を支援する「資産形成キャンペーン」を展開しました。
◎家計収支の改善・可処分所得向上をめざした「マイプラン生活応援キャンペーン」や相対取引による「乗り換えキャンペー

ン」を実施しています。
◎「PVC」を中心に資産運用、相続、健康管理のセミナーを開催しました。

◎営業支援タブレットを導入し、預かり資産相談の高度化を進めました。
◎「オープン API」による「ろうきんアプリ」サービスを開始しました。
◎キャッシュレス決済「LINEPay」の取扱いを開始しました。
◎「RPA」による業務の効率化を進めています。
◎店舗戦略のひとつとして、11 店舗で窓口一時休業を導入しました。

◎信用リスクを活用した新たな融資審査基準を導入・運用しています。
◎上乗せ金利預金の上乗せ幅を改定し、預金利息の適正化を図りました。
◎金利リスクの低減と収支のバランスを図るため、住宅ローン特約期間ごとに金利を見直しました。

◎台風 19 号で被災した「郡山東支店」「石川支店」の業務継続体制に取り組みました。
◎また災害救援ローンの取扱いとともに、被災した 3 県へ見舞金をお贈りしています。

◎生協組合員の方々を対象とした「東北ろうきんコープローン」の取扱いを開始しました。
◎「Web 完結型カードローン」の利用対象者を拡大しました。

預　金

2 兆    926 億円

2 兆    300 億円
【預金残高の推移】

2019 年度

2018 年度

総預金残高（含む譲渡性預金）は 2 兆 926 億 53 百万円と期中 626 億
20 百万円増加しました。個人預金は 640 億円増加し、計画の 350 億円に
対し183.1% の達成率となりました。上乗せ金利定期預金により定期預金が
312 億円増加しました。また普通預金も給与振込・年金指定口座の拡大等
により315 億円増加しています。積立型預金は 25 億円の減少と3 期連続
で期首割れとなりました。
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2016 年度
28,170
5,060
3,566

118,355
2,209,665
1,946,459
1,142,273

445,751
6,496

6,496,976
259

1,133
9.85

2017 年度

ろうきんの事業概況
TOHOKU ROKIN DISCLOSURE 2020

◎「新型コロナウイルス」感染拡大防止と勤労者の方々の生活と家計を支える取組み
◎労金運動の強化発展～「SDGs（持続可能な開発目標）」において求められる役割発揮
◎「金融デジタライゼーション」への対応
◎「持続可能な事業モデル、経営基盤」の確立
◎「働きがいのある組織風土」の確立

2020 年度の事業課題

テーマに沿った主な事業内容は以下の通りです。
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